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第１章 序論 

第１節 背景 

Public-Private Partnership(以下、PPP)とは、日本では公共セクター直営で

提供してきた公共サービスを民間に開放する事とあり、「官民のパートナーシ

ップ（協働）による公共サービスの提供手法」と定義されている 1)。官民が連

携して公共サービスの提供を行うスキームのことであり、PPP の中には、

PFI、指定管理者制度、市場化テスト、公設民営（DBO）方式、さらに包括的

民間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれている 2)。2001 年 6 月に

内閣総理大臣であった小泉純一郎氏が構造改革の実施のために経済財政諮問会

議にて決議させたのが「財政運営と構造改革に関する基本方針（内閣府

2001）」という政策の基本骨格である。その内容は、公共サービスの提供につ

いて、市場メカニズムをできるだけ活用していくため、「民間でできること

は、できるだけ民間に委ねる」を原則に、国民の利益の観点に立って、徹底し

た行政改革を行い、特殊法人等や国営施設の見直し、民営化を進めることが必

要である 3)。PPP の流れとしては、民間委託を行い、その後、地方自治法の一

部改正で 2003 年 9 月 2 日に指定管理者が導入され、各自治体により随時導入

されていった（図 1）。これは当時の公共サービスの属性に応じて、民営化、民

間委託、Private Finance Initiative(以下、PFI)、独立行政法人化等の方策の

活用に関する検討を進める、という案であり、これをもとに PPP は推進され

ていった 1)。また、その改革案のもと、2007 年より名が簡略化した「経済財政

運営と改革の基本方針（内閣府 2014）」では、民間能力の活用等に関して、民

間の資金・ノウハウを活用することで、できるだけ税財源に頼らずに効果的・

効率的なインフラ整備・運営を可能とするため、集中強化期間や数値目標を設

定し（コンセッション方式について今後 3 年間で 2～3 兆円）、その実現に向け

て国・地方が連携して取り組むことで、「PPP／PFI の抜本改革に向けたアク

ションプラン」の実行を加速させると述べており 4)、PPP 推進の背景には国家

施策とリンクしていることがわかる。 
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図 1：日本版 PPP の流れ 

 

PFI とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用することにより、同一水準のサービスをより安く、又は、

同一価格でより上質のサービスを提供することができる手法 5)と述べられてい

る。内閣府は、2014 年 3 月末時点における全国での PFI 事業の実施状況を発

表し、1999 年度以降に実施方針を公表した事業数の累計は 440 件、事業費は

4 兆 3180 億銭となった。このうち、事業者決定などにより公共負担額が決ま

ったものは 415 件で、計 8183 億円の VFM（バリュー・フォー・マネー）が

生まれ、行政の財政再建に寄与したとしている。事業数は前年度の 414 件から

26 件、事業費は 4 兆 2237 億円から 943 億円増加したと発表した 6)。表 1 にあ

るようにその中でも「教育と文化」は 2014 年までの実施方針公表件数が最も

多く、計 150 件となっている。また、図 2 のように国家的なビジョンも示して

いる。国土交通省では、基盤事業（インフラ）の観点から包括的に研究されて

いる 7)もの、また、当制度マネジメント全体の研究、また、その有効性を確認

するため、複数施設の包括委託と個別発注の比較、一部の収益性のある施設か

らの収入を含めて運営を行う官民連携事業の効果等に関する検討が行われてい

る 8)9)。 
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表 1：分野別実施方針公表件数 

 

 

図 2：平成 25 年 6 月 6 日民間資金等活用事業推進会議決定事項 

 

指定管理者に関しては、指定管理者制度導入後本研究年から10年以上経過し、

その時代の変遷に連れ、当該制度に向けて様々な検証・分析がなされてきた。例

えば、図 3 によると、施設の支出と収入について、費用関数と収入関数を推計

し、指定管理者制度導入の効果を検証した結果、指定管理者制度の導入済みの施

設について、制度導入による支出削減効果と増収効果があることが分かってい

る。そのように、当制度導入効果は、後述する先行研究も含め、有効であること

は実証されてきている。 
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図 3：指定管理者制度導入による収支向上効果 

 

さらに導入効果調査に関しては、図 5 に示すように、総務省が記載年度にお

ける各地方公共団体の指定管理者制度の導入状況等を調査したものがある 10)。

これにより各自治体の過年度変遷状況が明らかとなっているが、本表は、都道府

県についてのみの数値である。また、導入状況を施設別でグラフにしてみると、

図 4にもあるように、どのジャンルにおいても軒並み上昇している事がわかる。

実際 PFI に最も直結する基盤（インフラ）施設、または、検証もしくは研究は、

先述した内容や、先行研究も同様に多くなされている。 
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図 4：指定管理者制度導入状況 

 

自治体では教育費予算において、レクリエーション・スポーツ施設と文教施設

が同枠組みの中に入るが、それにおいてターゲットを絞り、変遷推移を図にした

ものが図 5・6 である。これによると、レクリエーション・スポーツ施設は、財

団・社団から民間が増加しており、文教施設は、公共的団体から地縁団体が増加

している。しかしながら、当該資料には都道府県、政令指定都市、市区町村にお

ける同様のデータはあるものの、あくまで指定管理者施設導入数であり、施設数

全体に対する状況は見えてこず、さらに、国家施策と対比した、レクリエーショ

ン・スポーツ施設と文教施設を俯瞰した指定管理者制度変遷状況は見えてこな

い。 
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図 5：指定管理者制度導入施設の状況（レクリエーション・スポーツ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6：指定管理者制度導入施設の状況（文教） 
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第２節 先行研究 

平成 15 年 9 月より地方自治法の改正により導入された指定管理者制度は 10

年以上が経過した。この制度も含まれている PPP を対象とした研究が多く行わ

れてきた。例えば、Bing Li ら 11)により、英国の建設業界における PPP/PFI 事

業成功 3 大要素を明らかにした。また、Oyedele、 L.12)は、PPP/PFI における

成功要因を特定した。間野 13）は、指定管理者制度の導入による公共スポーツ施

設経営によって、自治体の財源支出が削減され、利用者数の増大、満足度も向上

し、常勤雇用者数の増大等、指定管理者制度の目的は達成されることを明らかに

した。また、田中 14）により、指定管理者の図書館といったジャンルに焦点をあ

て、その制度面と図書館から状況考察と発展方策の検討をした。加えて坂村 15）

により、美術館と指定管理者に焦点を当て、制度導入時の事業の質の向上と経費

の削減が図られ、さらにその問題抽出・提言を示した。その他、大柏 16）により、

制度導入における民間参入により、スポーツ教室・自主事業の割合などの方策を

実施したことのより、体育協会の支出の増大が見られた事を明らかとした。また

新田 17）は、今後の指定管理者制度の活用について～モニタリング・評価の視点

から～」によると、モニタリング・評価を再構築するための４つの視点を導き出

し、キーワードと再構築を見出した。 

これらの先行研究において、多くの研究者たちが、その各制度の内容や発展方

策、結果の分析等、また、制度のその中身の部分の研究を行っているが、レクリ

エーション・スポーツ施設・文教施設を俯瞰した指定管理者変遷状況についての

研究はなされていない。また、本研究により、今後の公共施設事業の発展に寄与

すると考えられる。 
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第３節 研究目的 

レクリエーション・スポーツ施設、文教施設運営における民間移行状況と今後の

課題を明らかにすることを目的とする。 
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第２章 研究方法 

第１節 調査対象 

都道府県・市町村の中でも高度で専門的な行政サービスが行える政令指定都市

(20 都市) 

 

第２節 研究データ 

各自治体におけるホームページ（以下、HP と記載）公開データを収集する。 

なお、各市町村データに関しては、以下のデータを使用した。 

札幌市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.sapporo.jp/ 

仙台市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.sendai.jp/ 

さいたま市 HP データは 2014 年 11 月 12 日公開のデータ 

http://www.city.saitama.jp/ 

千葉市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.chiba.jp/ 

横浜市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.yokohama.lg.jp/ 

川崎市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.kawasaki.jp/ 

相模原市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/ 

新潟市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.niigata.lg.jp/ 

静岡市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.shizuoka.jp/ 

浜松市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/ 

名古屋市 HP データは 2014 年 10 月 22 日公開データ 

http://www.city.nagoya.jp/ 

京都市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.kyoto.lg.jp/ 

http://www.city.sapporo.jp/
http://www.city.sendai.jp/
http://www.city.saitama.jp/
http://www.city.chiba.jp/
http://www.city.yokohama.lg.jp/
http://www.city.kawasaki.jp/
http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/
http://www.city.niigata.lg.jp/
http://www.city.shizuoka.jp/
http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/
http://www.city.nagoya.jp/
http://www.city.kyoto.lg.jp/
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大阪市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.osaka.lg.jp/ 

堺市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.sakai.lg.jp/ 

神戸市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.kobe.lg.jp/ 

岡山市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.okayama.jp/ 

広島市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.hiroshima.lg.jp/index2.html 

北九州市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/ 

福岡市 HP データは 2014 年 10 月 30 日公開データ 

http://www.city.fukuoka.lg.jp/ 

熊本市 HP データは 2014 年 1 月 4 日公開のデータ 

http://www.city.kumamoto.jp/ 

  

http://www.city.osaka.lg.jp/
http://www.city.sakai.lg.jp/
http://www.city.kobe.lg.jp/
http://www.city.okayama.jp/
http://www.city.hiroshima.lg.jp/index2.html
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/
http://www.city.fukuoka.lg.jp/
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第３節 分析方法 

各政令指定都市のホームページ、総務省指定管理導入状況調査より、レクリエ

ーション・スポーツ施設と文教施設の一覧を作成し、民間移行状況の推移を調査

した。また、各政令指定都市の結果に基づき、「直営の割合が 60%以上であれば

『直営』、指定管理者の割合が 40%以上であれば『指定管理者』、指定管理者の

うち民間が 20%以上であれば『民間』」という基準を設定し類型化した。 

また、指定管理者過年度推移グラフ作成の為、指定管理者に関しての経年変化

移行状況を調査した。その後、その調査結果をもとに、リスト化し、レクリエー

ション・スポーツ施設と文教施設を区分分けし、各施設年度推移グラフを作成し

た。グラフの研究年度は公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査

結果（総務省）が 2004 年、2007 年、2012 年に行われているが、一定の指定管

理者導入施設数が得られる 2007 年～2012 年を対象期間とした。また、中間経

過を見るために 2010 年も指標の 1 つとして加えた。また、対象区分として「公

の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」の調査対象を参考に、

その中において、都道府県に次いで人口の多い区分として本研究の研究対象を

政令指定都市とした。また、当分析区分けの基本的な基準として、表 3 にある区

分を参照とした。またその詳細補足として、各施設年度推移グラフ内「民間」に

あたる区分として、表 2 を参照とし、その内、1 と 6 を民間の種別とした。ま

た、レクリエーション・スポーツ施設において、「運動公園」等、同住所の中に

数ヶ所含まれている施設に関しては施設カウント数を 1 とした。文教施設にお

いて、「図書館」は文教施設に含めた。また、自治体によってその区分分けが異

なる場合、その対象自治体の区分分けに沿って研究を進めた。コンソーシアム内

に 1 社でも民間が含まれている場合、民間の区分けに含めた。 
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表 2：公の施設の内容 

 

 

表 3：指定管理者となった団体の種別の例 
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第３章 研究結果 

第１節 各政令指定都市の民間移行状況 

第１項 札幌市 

 

 

図 7 札幌市 レクリエーション・スポーツ(n=57) 

 

 

図 8 札幌市 文教(n=137) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 2％、指定管理者が 4％であった

のに対し、2010 年に民間が 7％、指定管理者が 49％、2012 年には指定管理者

が 1％上昇していた。また、文教に関しては民間 1％、指定管理者 0％であった
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のに対し、2010 年には民間が 7％、指定管理者が 37％、2012 年には指定管理

者が 1％上昇していた。 

 

 

 

 

 

 

 

  



15 

  

第２項 仙台市 

 

 

図 9 仙台市 レクリエーション・スポーツ(n=100) 

 

 

図 10 仙台市 文教(n=112) 

2007 年にレクリエーション・スポーツが 100％直営であったのに対し、2010 年

に民間が 10％、指定管理者が 19％、2012 年には民間が 22％、指定管理者が

20％上昇していた。また、文教に関しては民間 1％、指定管理者 0％であったの

に対し、2010 年には民間が 3％、指定管理者が 1％、2012 年には民間が 2％、

指定管理者が 65％上昇していた。  
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第３項 新潟市 

 

 

図 11 新潟市 レクリエーション・スポーツ(n=174) 

 

 

図 12 新潟市 文教(n=162) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間が 1％、指定管理者が 0％であっ

たのに対し、2010 年に民間が 9％、指定管理者が 40％、2012 年には民間が 1％、

指定管理者が 7％上昇していた。また、文教に関しては民間 1％、指定管理者 0％

であったのに対し、2010 年には民間が 3％、指定管理者が 3％、2012 年には民

間が 1％、指定管理者が 2％上昇していた。 
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第４項 さいたま市 

 

 

図 13 さいたま市 レクリエーション・スポーツ(n=33) 

 

 

図 14 さいたま市 文教(n=127) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 33％、指定管理者が 67％であっ

たのに対し、2010 年に民間が 15％上昇し、指定管理者が 15％減少していた。

また、文教に関しては民間 1％、指定管理者 23％であったのに対し、それ以後

に変化は見られなかった。 
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第５項 千葉市 

 

 

図 15 千葉市 レクリエーション・スポーツ(n=48) 

 

 

図 16 千葉市 文教(n=38) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 2％、指定管理者が 0％であった

のに対し、2012 年には民間が 17％、指定管理者が 8％上昇していた。また、教

に関しては民間 0％、指定管理者 3％であったのに対し、2012 年には民間が 34％、

指定管理者が 22％上昇していた。 
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第６項 横浜市 

 

 

図 17 横浜市 レクリエーション・スポーツ(n=219) 

 

 

図 18 横浜市 文教(n=235) 

2007 年のレクリエーション・スポーツが 100％直営であったのに対し、2010 年

に民間が 19％、指定管理者が 9％、2012 年には民間が 13％、指定管理者が 17％

上昇していた。また、文教に関しては民間 1％、指定管理者 1％であったのに対

し、2010 年には民間が 7％、指定管理者が 5％、2012 年には民間が 28％、指定

管理者が 30％上昇していた。 
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第７項 川崎市 

 

 

図 19 川崎市 レクリエーション・スポーツ(n=91) 

 

 

図 20 川崎市 文教(n=63) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間が 1％であったのに対し、2010 年

に 3％、2012 年には 8％上昇していた。また、文教に関しては民間と指定管理

者が 2％であったのに対し、2010 年に民間が 3％、指定管理者が 1％、2012 年

には民間が 8％、指定管理者が 10％上昇していた。 
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第８項 相模原市 

 

 

図 21 相模原市 レクリエーション・スポーツ(n=69) 

 

 

図 22 相模原市 文教(n=69) 

2007 年のスポーツ・レクリエーションが 100％直営であったのに対し、2010 年

に民間が 4％、指定管理者が 10％、2012 年には指定管理者が 8％上昇していた。

また、文教に関しては 2007 年に 100％直営であったのに対し、2010 年に民間

が 3％、指定管理者が 12％、2012 年には指定管理者が 2％上昇していた。 
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第９項 静岡市 

 

 

図 23 静岡市 レクリエーション・スポーツ(n=50) 

 

 

図 24 静岡市 文教(n=42) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間が 4％、指定管理者が 26％であっ

たのに対し、2012 年には民間と指定管理者共に 2％上昇していた。また、文教

に関しては民間が 5％、指定管理者が 10％であったのに対し、2010 年に民間が

5％、指定管理者が 2％、2012 年には指定管理者が 2％上昇していた。 
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第１０項 浜松市 

 

 

図 25 浜松市 レクリエーション・スポーツ(n=111) 

 

 

図 26 浜松市 文教(n=89) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの指定管理者が 2％であったのに対し、

2010 年に民間が 11％、指定管理者が 14％、2012 年には民間が 4％、指定管理

者が 3％上昇していた。また、文教に関しては 100％直営であったのに対し、

2010 年には民間が 9％、指定管理者が 16％、2012 年には民間が 7％、指定管理

者が 5％上昇していた。 
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第１１項 名古屋市 

 

 

図 27 名古屋市 レクリエーション・スポーツ(n=66) 

 

 

図 28 名古屋市 文教(n=81) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 24％、指定管理者が 42％であっ

たのに対し、2010 年に指定管理者が 2％、2012 年には民間が 6％上昇し、指定

管理者が 6％減少していた。また、文教に関しては民間 0％、指定管理者 44％で

あったのに対し、2010 年には民間が 11％上昇し、指定管理者が 11％減少、2012

年には民間が 1％上昇し、指定管理者が 1％減少していた。 
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第１２項 京都市 

 

 

図 29 京都市 レクリエーション・スポーツ(n=46) 

 

 

図 30 京都市 文教(n=81) 

2007 年のレクリエーション・スポーツが 100％直営であったのに対し、2012 年

に民間が 37％、指定管理者が 11％上昇していた。また、文教に関しては 100％

直営であったのに対し、2010 年には民間が 1％、指定管理者が 6％、2012 年に

は民間が 15％、指定管理者が 31％上昇していた。 
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第１３項 大阪市 

 

 

図 31 大阪市 レクリエーション・スポーツ(n=116) 

 

 

図 32 大阪市 文教(n=153) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 1％、指定管理者が 0％であった

のに対し、2010 年に民間が 41％、指定管理者が 7％、2012 年には民間が 3％、

指定管理者が 8％上昇していた。また、文教に関しては 100％直営であったのに

対し、2010 年には民間が 8％、指定管理者が 24％、2012 年には民間が 3％、指

定管理者が 19％上昇していた。 
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第１４項 堺市 

 

 

図 33 堺市 レクリエーション・スポーツ(n=60) 

 

 

図 34 堺市 文教(n=54) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 2％、指定管理者が 18％であった

のに対し、2010 年に民間が 38％、指定管理者が 9％上昇していた。また文教に

関しては 100％直営であったのに対し、2010 年には民間が 6％、指定管理者が

13％上昇していた。 
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第１５項 神戸市 

 

 

図 35 神戸市 レクリエーション・スポーツ(n=14) 

 

 

図 36 神戸市 文教(n=57) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 64％、指定管理者が 7％であった

のに対し、その後に変化は見られなかった。また、文教に関しては民間 18％、

指定管理者 33％であったのに対し、2010 年には民間が 8％、指定管理者が 2％、

2012 年には民間が 4％上昇していた。 
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第１６項 岡山市 

 

 

図 37 岡山市 レクリエーション・スポーツ(n=98) 

 

 

図 38 岡山市 文教(n=146) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 1％、指定管理者が 0％であった

のに対し、2010 年に民間が 28％、指定管理者が 1％、2012 年には民間が 1％上

昇していた。また、文教に関しては民間 0％、指定管理者 51％であったのに対

し、2010 年には民間が 1％、指定管理者が 2％、2012 年には民間が 2％、指定

管理者が 2％上昇していた。 
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第１７項 広島市 

 

 

図 39 広島市 レクリエーション・スポーツ(n=43) 

 

 

図 40 広島市 文教(n=131) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 2％、指定管理者が 0％であった

のに対し、2010 年に指定管理者が 84％上昇していた。また、文教に関しては

100％直営であったのに対し、2010 年には民間が 4％、指定管理者が 24％、2012

年には指定管理者が 61％上昇していた。 
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第１８項 北九州市 

 

 

図 41 北九州市 レクリエーション・スポーツ(n=90) 

 

 

図 42 北九州市 文教(n=46) 

2007 年のレクリエーション・スポーツが 100％直営であったのに対し、2010 年

に民間が 18％、指定管理者が 74％、2012 年には民間が 1％上昇し、指定管理者

が 1％減少していた。また、文教に関しては民間 0％、指定管理者 2％であった

のに対し、2010 年に民間が 38％、指定管理者が 9％上昇していた。 
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第１９項 福岡市 

 

 

図 43 福岡市 レクリエーション・スポーツ(n=22) 

 

 

図 44 福岡市 文教(n=38) 

2007 年のレクリエーション・スポーツの民間 9％、指定管理者が 68％であった

のに対し、2010 年に民間が 14％、指定管理者が 9％、2012 年には民間が 45％

上昇し、指定管理者が 45％減少していた。また、文教に関しては民間 13％、指

定管理者 0％であったのに対し、2010 年には民間が 11％、指定管理者が 26％、

2012 年には民間が 21％上昇し、指定管理者が 21％減少していた。 
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第２０項 熊本市 

 

 

図 45 熊本市 レクリエーション・スポーツ(n=61) 

 

 

図 46 熊本市 文教(n=124) 

2007 年のレクリエーション・スポーツは 100％直営だったのに対し、2010 年に

指定管理者が 8％、2012 年には民間が 2％、指定管理者が 7％上昇していた。ま

た、文教に関しては民間 0％、指定管理者 45％であったのに対し、2010 年には

指定管理者が 3％、2012 年には民間が 1％、指定管理者が 4％上昇していた。 
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第２節 民間移行状況の全体図 

レクリエーション・スポーツ施設と文教施設を合わせた民間移行状況の全体

図を以下に示した。 

 

  図 47：民間移行状況 

 

2007 年度には「直営」が 2159 件あったのに対し、2012 年度には 1368 件と

なっており、減少していることがわかった。また、「指定管理者」に関しては、

2007 年度の 1174 件から 2012 年度には 1769 件に増加しており、「うち民間」

は 2007 年度の 220 件から 416 件へと増加していた。このように、レクリエー

ション・スポーツ施設と文教施設ともに、「直営」が減り、「指定管理者」が増加

し、「うち民間」が増加している事が明らかとなった。 
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次にレクリエーション・スポーツ施設および文教施設それぞれの 20 都市全体

の民間移行状況を以下に示した。 

 

図 48：レクリエーション・スポーツ施設と文教施設の民間移行状況 

 

レクリエーション・スポーツ施設と文教施設ともに、「直営」の施設数が減少

しており、「指定管理者」「うち民間」の施設数が増加していた。5 年間の伸び率

を見てみるとレクリエーション・スポーツ施設は 2007 年の 96 件から 2012 年

の 409 件に増加しており、5 年間で 24%増加していた。文教施設は 2007 年の

43 件から 2012 年の 296 件に増加しており、5 年間で 15%増加しており、レク

リエーション・スポーツ施設が文教施設よりも移行の速度が早いことがわかっ

た。 
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第３節 政令指定都市の類型化 

民間移行状況による政令指定都市を類型化した表を以下に示した。 

 

表 4：民間移行状況による政令指定都市の類型化 

 

 レクリエーション・スポーツ 

文
教 

 直営 
指定 

管理者 
民間 計 

直営 

川崎 

相模原 

静岡 

浜松 

新潟 
さいたま 

堺 
7 

指定 

管理者 
熊本 

札幌 

広島 

仙台 

名古屋 

京都 

大阪 

岡山 

8 

民間 千葉 北九州 

横浜 

神戸 

福岡 

5 

計 6 4 10 20 

 

民間移行が進んでいる横浜市や福岡市、神戸市のような先駆的都市が存在す

る一方で、直営の施設が未だに多い相模原市や静岡市のように、民間移行が遅

れている都市が存在していた。また、都市数でみると、民間移行しているレク

リエーション・スポーツ施設は 10 都市、文教施設は 5 都市であった。つま

り、レクリエーション・スポーツ施設のほうが、文教施設に比べ、民間移行の

速度が早いことがわかった。 
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第４章 考察 

第１節 政令指定都市における公共施設の民間移行 

民間移行の状況を、施策の角度から各政令指定都市の①資産活用②行財政改

革③外郭団体改革に関する資料から、(1)市全体(2)PPP(3)外郭団体の観点で調査

した。この結果、各政令指定都市は施策を策定し PPP を推進しているが、レク

リエーション・スポーツの方が文教よりも民間移行の速度が早いことが明らか

となったが、区分について考察する。共に直営である、川崎市・相模原市・静岡

市・浜松市に関しては、本研究においては、研究対象年度を総務省「公の施設の

指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」10)の調査年度である 2007～

2012 年を基に調査を行った為、それ以後の年に関する情報に関しての結果は無

く、そこに本研究の限界がある。しかしながら、2012 年以降の自治体の状況を

調査したところ、指定管理者制度を導入している施設は増加していることがわ

かった。このような状況と知見における施策が一致していることは、指定管理者

への推進が各政令指定都市の施策とリンクしていることを意味すると考えられ

る。このように、指定管理者の推進状況調査のためには、各政令指定都市の施策

の調査は有効であると考えられる。一方で、未だに移行進捗の遅い自治体や、外

郭団体に移行はしているが、その後の民間移行が滞っている自治体が存在する

ことが明らかとなった。これにより、各政令指定都市の民間移行状況は、政令指

定都市においてその推進スピードには違いがあるものの、国家施策および各政

令指定都市施策に応じて推進されている。結果として、指定管理者制度を導入し

ている施設は増加しており、今後全体的な民間の割合は増加すると示唆される。  
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第２節 PFI 比率の上昇 

本節では施設老朽化の改修や再整備における施設マネジメントの推進に着目

した。各自治体が保有する建築物の多くは 1981 年前後に建築されたものであ

り、鉄筋コンクリート造の建築物は築 30～40 年経つと大規模改修や再整備が、

また築 60 年が経つと建て替えが必要になると言われている（国税庁・財務省）。

このような背景により、施設マネジメントの推進が図られている。また、図 9は、

総務省のデータの『2007 年』、『2012 年』、そして、1981 年を基準とし、施設改

修・整備等、PFI 手法の導入が望ましい施設時期といわれる年数の 40 年後の

『2021 年』の 3 つの指標をもとに、本研究の結果より明らかとなった、「直営比

率減少・指定管理者比率上昇・民間比率上昇・外郭団体比率減少・PFI 比率上昇」

の 5 点の現象を表したものである。2021 年度の各割合は 2007 年度～2012 年度

の伸び率を基に計算した。 

PFI とは「公共インフラ・施設などの建設、維持管理、運営などに対し、民間

の資金、経営能力、技術的能力を活用して、公共サービスを効率的かつ効果的に

行う手法」18)のことである。現在、各自治体が外郭団体の事業を圧縮し、民間の

導入を図り PPP を積極的に推進しているが、施設マネジメントに PFI 手法を活

用することで、効果的・効率的な整備等が可能となる。 

また、独立採算制という制度もある。これは PFI にもある手法だが、大阪城

のように施設改修が必要でない施設においても、PFI 手法にもある独立採算制

の民間委託を導入することで、効果的な運営を行うことが可能となるだろう。 

今後は効果的な運営を求める傾向があると予想され、今後、レクリエーショ

ン・スポーツ施設と文教施設は PFI に進んでいくと考えられる。 

 

図 49：PPP の流れの考察（総括） 
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第３節 文教施設における指定管理者制度の必要性 

施設改修・建て替えのことを考えると、民間移行が遅れている文教施設は、早

急に指定管理者制度に対応し、移行していく必要がある。しかし、その際に重要

となるのは「効果的・効率的な運営」であり、これには多くの参入業者が必要で

ある。指定管理者制度におけるレクリエーション・スポーツ施設と文教施設には

多くの違いが存在している。プールやジムにおいては、特殊なスキルが必要とな

る。例えば、水泳指導管理士や健康運動指導士等である。また、スキルだけでな

く、設備に関しても違いがある。レクリエーション・スポーツ施設であれば例え

ば、バスケットゴールやジムのマシンなど、文教施設であれば音響機器や照明機

器に使用方法や管理方法、またメンテナンス方法の面などにおいて差があると

言われる。また、各施設が行う「◯◯教室」にも違いがある。スポーツ施設の場

合、水泳教室などがあり、文教施設の場合は茶道教室などを開催するためにプロ

フェッショナルな講師が必要となる。また、イベントにおいても違いがある。例

えば、レクリエーション・スポーツ施設の場合、スポーツ選手を誘致するが、文

教施設の場合、コンサートを開催するために、歌手を誘致する必要がある。この

ように、大きな差が見られるが、共通点も少なくない。施設差があるものの、日

常の事務作業や通常のマネジメントは同様である。また、公募のシステムや、指

定管理者候補者が提出する収支予算書、契約や指定管理者選定後の、業務のやり

取りや、年度報告や計画は同様であるといえる。以上より、ソフト面である資格

や人に関しては差があるものの、全体的なバックグラウンド、いわばハードには

共通点が多いと考えられる。 

以上より、「施設運営における資格等の専門性」や「イベント運営の性質」の

違いさえ対応することが出来れば、文教施設の運営に携わることは可能である

と考えられる。今後は、指定管理事業者がこれらのノウハウを持てば、参入業者

が増えて、文教施設において民間移行を加速させることが可能であることが示

唆される。  
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第４節 各政令指定都市の民間移行状況の現状および今後 

表 4 の通り、各政令指定都市の民間移行状況は 9 つに分類された。この 9 つを

表 5 のように区分し、「1：今後指定管理者を導入していく都市」「2：レクリエ

ーション・スポーツ施設に外郭団体の指定管理者を導入している都市」「3：文教

施設に外郭団体の指定管理者を導入している都市」「4：外郭団体の指定管理者が

多い都市」「5：レクリエーション・スポーツ施設に民間の指定管理者を導入して

いる都市」「6：文教施設に民間の指定管理者を導入している都市」「7：レクリエ

ーション・スポーツ施設に民間の指定管理者を導入しており、文教に外郭団体の

指定管理者を導入している都市」「8：文教施設に民間の指定管理者を導入してお

り、レクリエーション・スポーツ施設に外郭団体の指定管理者を導入している都

市」「9：民間導入が著しい先駆的都市」と定義し、各区分について考察する。 

 

表 5 区分表 

 

1 2 5 

3 4 7 

6 8 9 

 

 

川崎市・相模原市・静岡市・浜松市のような「今後指定管理者を導入していく

都市」では、年度変化推移比率では少しずつ上昇している傾向が確認できた。こ

の区分にはまず指定管理者を導入していくことが必要であり、導入率を上昇さ

せることによって今後「レクリエーション・スポーツ施設に外郭団体の指定管理

者を導入している都市」や「文教施設に外郭団体の指定管理者を導入している都

市」に移行していく可能性が示唆された。 

次に「レクリエーション・スポーツ施設に外郭団体の指定管理者を導入してい

る都市」である新潟市、「文教施設に外郭団体の指定管理者を導入している都市」

である熊本市、「外郭団体の指定管理者が多い都市」である札幌市・広島市を見
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てみると、外郭団体に指定管理者を導入したものの、民間は一部導入の傾向が見

られるが、微量の変化であった。このように、外郭団体比率が高い傾向が明らか

となった。これは都心部と比較すると根本的な指定管理民間事業者の少ないこ

とが原因として考えられる。この部分において事業者数増加策があれば、指定管

理者比率が上昇し民間移行が推進されていく可能性が示唆された。 

さいたま市・堺市のような「レクリエーション・スポーツ施設に民間の指定管

理者を導入している都市」では、レクリエーション・スポーツの導入に著しい変

化は見られたものの文教における変化が少なく、原因としてはより効率的で効

果的な文化指定管理事業者が少ないことが考えられる。よって、文化指定管理事

業者を増加させることにより、民間移行が推進されていくと考えられる。 

「文教施設に民間の指定管理者を導入している都市」である千葉市は、文教に

多く指定管理者制度を導入し、レクリエーション・スポーツには導入が少ないも

のの、双方ともに 2012 年に上昇し、またレクリエーション・スポーツ導入比率

において、民間比率が指定管理者比率を上回っていた。一般的に、現状の管理者

の外郭団体を指定管理者とし、導入検証を行った後、民間に移行する事が多い。

当制度の中でこのような事例もあり、このケースにおいては、今後、民間比率が

上昇すると考えられる。また、地域的にも民間事業者が多く集まる環境である為、

今後も指定管理者、更に民間も増加する傾向であると推察できる。 

仙台市・名古屋市・京都市・大阪市・岡山市のような「レクリエーション・ス

ポーツ施設に民間の指定管理者を導入しており、文教に外郭団体の指定管理者

を導入している都市」、また「文教施設に民間の指定管理者を導入しており、レ

クリエーション・スポーツ施設に外郭団体の指定管理者を導入している都市」で

ある北九州を見てみる。これらの区分においては全て指定管理者導入が上昇傾

向であり、ここまでの指定管理者制度導入変化傾向を踏まえ、外郭団体の圧縮や

指定管理民間事業者の増加による民間移行によって、今後、「民間導入が著しい

先駆的都市」に向かう事が推察できる。 

横浜市・神戸市・福岡市といった「民間導入が著しい先駆的都市」においては、

各市が本研究年度変化推移にて、導入推移比率に差はあるものの、民間比率全体

推移が既に高い市を除き、区分毎で上昇していることが明らかになった。 
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第５節 今後の課題 

本研究では、政令指定都市を調査対象として研究を行ったが、政令都市以外の市

町村も調査を行うことで、政令指定都市との比較が行うことができ、今後検討し

ていく必要がある。 
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第５章 結論 

本研究の結論として、民間移行状況は国家施策のとおり、政令指定都市のレク

リエーション・スポーツ施設と文教施設における PPP の流れが PFI に進んでお

り、レクリエーション・スポーツ施設が文教施設よりも移行の速度が早いことが

明らかとなった。今後の課題として、そこに進む前に、指定管理者を導入し、ま

た民間の参入を増加させることが必要であることが明らかとなった。 

さらに今後、レクリエーション・スポーツ施設と文教施設において、施設の老

朽化による今後の改修や再整備に準備する為、国家施策に準じ、より一層の PPP

導入を推進する事が重要である。また、その手法として本研究の考察にもあるよ

うな段階的なフローを経る必要がある。これは民間でも急なコンセッションへ

の対応が難しい為である。よって、複合化や再整備をする際には民間の活力と協

働が必須のミッションとなる。この為、そこに進む前に指定管理者を導入し、ま

た同時に民間の参入を増加させる事が重要である。その事により民間の自治体

内部に対する理解が浸透し、また自治体も民間を導入した際の、対応の準備も見

えてくる。これにより PFI に向けた準備が円滑に進み、自治体と民間、双方共

に効果的な運営を行えるビジョンが見えてきた後、PFI を導入していく事が見

込まれる。加えてその増加策として、施設に「施設運営における資格などの専門

性」や「イベント運営の性質」における対応をすれば、民間移行を加速させるこ

とが出来るであろう。これが自治体に必要な今後の優先事項である事として、本

研究の結語とする。 

今後この研究により、地方自治体のより良いマネジメント、ひいては日本国家

施策邁進の一助となれればと考える。 
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巻末資料 

第１節 札幌市 

（１）市全体 

当該市においては、築後 30 年以上経過した数多くの市有建築物が更新時期を

迎えることにより、今後、修繕や更新などに要する経費が急増し、大きな財政負

担が生じることが見込まれている。その事により「札幌市行財政改革推進プラン

（2011）」によれば、施設老朽化の観点において、既存ストックの更新と将来世

代の負担として、当該市においての今後の公共施設に対して危惧している事が

わかる。また、「市有建築物のストックマネジメント推進方針」をたて計画的・

予防的な保全へ移行し、施設の長寿命化や建替時期の分散化による財政支出の

平準化を進めるとともに、施設の用途転用や統廃合などにより、ストック規模の

適正化を推進していく方針であることがわかる。同様に、施設の整備等にあたっ

ては、施設の設置効果をより高めつつ、効果的・効率的な整備等を進めるため、

民間との共同開発など、民間活力の導入に積極的に取り組んでいく方針があり、

今後ストックマネジメント等を活用し、民間活力を利用し長寿命化やそれにあ

たる整備を行っていく事がわかった。 

 札幌市 建築年度別延床面積 

「札幌市行財政改革推進プラン（2011）」より 
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（２）PPP 

「第 3 次札幌新まちづくり計画と札幌市行財政改革推進プランの内容をまと

めたパンフレット」にあるように、当該市は指定管理者導入率が、平成 23 年 4

月 1 日時点で 82％と多く導入している。詳細としては、「行財政改革推進プラン

の取組状況① 行政運営編」にカーリング場を平成 24 年度導入とあるように導

入は進行している事がわかる。また PFI に関しても別ジャンルであるが導入し

ており、提案型公共サービス民間活用制度という市民からの提案を募り、民間の

導入を図っていく制度を推進している。それらの事により今後も PPP は推進さ

れていく方向性である事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「第 3 次札幌新まちづくり計画と札幌市行財政改革推進プランの内容をまと

めたパンフレット」に出資団体の見直しということで、外郭団体においての圧縮

を図っている様相が見て取れる。また、「札幌市出資団体改革新方針（2009）」

にてその圧縮においては、指定管理者制度導入や公益法人制度の施行により、図

られていった事がわかる。その後においても例えば「札幌市出資団体改革新方針

平成 26 年度の具体的な行動計画（アクションプラン）（2014）」により、出資の

見直しや補助金・委託料の見直ししていく事がわかる。よって、今後においても

見直しや圧縮、節減が図られていく事がわかった。 
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第２節 仙台市 

（１）市全体 

当該市においては、昭和 40 年代後半から 50 年代前半及び政令市へ移行した

平成元年前後に多くの公共施設が整備されている。築後 30 年を超えた施設が約

4 割に達しており、今後、大量に整備されたこれらの施設が更新時期を迎えるこ

ととなる。そのことにより、「行財政改革プラン（2010）」により、公共施設の総

合的マネジメントの推進を重点失策とし、公共施設の管理等の最適化、現状把握

や維持管理費等に関する調査を踏まえ、長寿命化も含めた、中長期的な視点に立

った維持管理、更新等の計画的な対応について、組織横断的に検討し、また、公

共施設の総合的なマネジメントの取組みを推進するための効果的な組織体制に

ついても検討していく事が明示している。加えて、管理運営の効率化、廃止、統

合など、そのあり方の見直しに取り組んでいくともあり、施設マネジメントを推

進している事がわかる。また。「本市が保有する公共施設の現状と課題」によれ

ば、昭和 40 年代後半から 50 年代前半及び政令市へ移行した平成元年前後に多

くの公共施設が整備されている。築後 30 年を超えた施設が約４割に達してお

り、今後、大量に整備されたこれらの施設が更新時期を迎えることがある。よっ

て、長寿命化の整備の検討を行い、施設マネジメントを推進している事がわかっ

た。 

 

 

 

仙台市 建築年度別延床面積 

「本市が保有する公共施設の現状と課題」より 
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（２）PPP 

民間活力の活用として、民間が提供可能な公共サービスについては、行政の役

割や責任を見極めたうえで、その実施や運営に民間のノウハウ等を積極的に活

用していく事がある。その中において、民営化の推進、指定管理者制度等の活用

として、具体的な導入予定施設の明示もあり、加えて PFI 手法等の活用も、促

進計画に含まれている。よって PPP は推進されていることが明らかとなった。 

 

（３）外郭団体 

行財政改革プラン（2010）によれば、外郭団体の統廃合や事業運営の見直し、

自立的かつ効率的な事業運営の推進等、外郭団体の在り方に対し圧縮が図られ

ている事がわかる。よって、経営改善や統廃合等、圧縮が図られている事がわか

った。 
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第３節 新潟市 

（１）市全体 

当該市施設の多くは昭和 50 年代に整備されており、建築後 30 年以上を経過

した施設は、今後、老朽化による大規模修繕や建替えなど、多くのコストを必要

とすることが予測される。そのことにより「新潟市行政改革プラン（2013）」に

よれば、財産経営の推進として、長寿命化、計画的な整備・維持保全による経費

の軽減・平準化を図ると施設の資産管理に関する方針が明示してある。またそれ

に向けて、財産の現状、図にもある施設の整備年数の調査等を行い、課題をあり

のままに示し、将来の公共施設の望ましいあり方を検討する為、新潟市財産白書

（2014）」を作成している。よって、長寿命化の整備の為施設マネジメントを実

施していることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟市 建築年度別延床面積 

「新潟市財産白書」より 
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（２）PPP 

「新潟市行政改革プラン（2013）」によれば、民間活力の効果的な活用として、

公の施設への指定管理者制度や、民間委託する業務の拡大など、さらなる民間活

力の活用を進めるとある。また、具体的施設の明示や、さらなる民間活力導入推

進に向けた制度整備として、民間提案制度の活用など新たな業務等への導入の

検討がなされている。よって、PPP は推進されている事が明らかとなった。 

 

（３）外郭団体 

外郭団体見直し方針（2006）によれば、市政包括的に外郭団体のあり方を検

討し、各団体に対する人的支援・財政的支援等について、市として組織的に見直

すとともに、経営主体である各団体が、自ら積極的な改善・改革を実施すること

により、効率的な経営体制を確立することができるよう策定されたもので、また

団体の見直しとして、市の関与のみ直しや、活性化に向けた環境整備、廃止や統

合が行われてきた事がわかる。よって、経営改善や統廃合等、圧縮が図られてい

る事がわかった。 
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第４節 さいたま市 

（１）市全体 

「さいたま市公共施設マネジメント計画・第一次アクションプラン（2014）」

によれば、昭和 40 年代から昭和 50 年代にかけて整備されている事が下図でも

わかり、また、昭和 56 年(1981 年)以前に建設された旧耐震基準 3 の施設は全

体の約 49％を占めることや、古い施設から老朽化の進展に応じて順次大規模改

修や建替えが必要となると明示している。また鉄筋コンクリート造の建物の場

合は、築 30 年程度が経つと大規模改修が、築 60 年程度が経つと建替えが必要

となるといわれていることから、昭和 40 年代から昭和 50 年代に整備された施

設の大規模改修・建替えの大きな波が、今後訪れることが見込まれるといった内

容があるように、今後は施設改修の方向性を示唆している。 

 

 

 

さいたま市 建築年度別延床面積 

「さいたま市公共施設マネジメント計画・第一次アクションプラン（2014）」よ

り 
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また、公共施設マネジメントの必要性をうたっており、「ハコモノ 3 原則」と

いったハコモノ（市民利用施設、行政施設）とインフラ（都市関連施設、企業会

計施設）に大別した考え方の原則を策定している。原則の内容に関しては「新規

整備は原則として行わない、施設の更新（建替）は複合施設とする、施設総量（総

床面積）を縮減する（60 年間で 15％程度の縮減が必要）」と今後の方針を策定

している。よって、施設改修、その為の公共施設マネジメントの実施、その後、

新規整備を行わず、施設の複合化、総床面積の縮減が図られていく事が明らかに

なった。 

 

（２）PPP 

過年度推移よりわかるようにレクリエーション・スポーツ施設においては、指

定管理者に全て移行している事がわかり、文教施設においては「さいたま市行財

政改革推進プラン（2013）」より、文教施設において、図書館における更なる民

間力活用の推進（指定管理者等民間力活用の検討）がなされている事とあるよう

に、今後も推進されていく事がわかる。よって今後も PPP が推進されていく事

がわかった。 

 

（３）外郭団体 

以下の「さいたま市外郭団体改革プラン」（平成 21～24 年度）の取組結果に

ついて」によると、団体の縮減や団体の統廃合や民営化等の推進しており、運営

費補助金費用に関しての圧縮は図られている。そして、今後の方向性としては、

「さいたま市外郭団体の更なる健全運営に関する指針（2014）」にあるように、

一定の整理ができたもの、本指針は、これまでの改革によって整理してきた団体

のあり方等を引き継ぎながら、それぞれが健全な団体運営を堅持し、持続するこ

とに重点を置いた具体的取組を示すものとあり、外郭団体の健全経営の維持と

効率的、効果的な団体運営・人員の適正な確保・人材育成と「さいたま市の外郭

団体改革について」に記載があるように、圧縮後、経営改善が図られていく事が

明らかとなった。 
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第５節 千葉市 

（１）市全体 

「千葉市資産経営基本方針（2012）」には、施設の老朽化の状況把握として、

図のように当該市の保有する建物のうち、築 30 年以上を経過しているものは、

現在約半数に達しており、さらに 10 年後には、約 70％という事を明らかとし

ている。それに向けて、「千葉市行政改革推進プラン（2014 更新）」によれば、

公有財産の適正な管理・活用の推進として、公有財産の有効活用として、資産の

効率的な利用や総量の縮減、長寿命化を図る施策を複合化や集約化などの施設

の見直しを行うとともに、継続利用する施設については、計画的保全などを図っ

ていく方針がある。また、維持管理経費の最適化、民間ノウハウの活用を行って

いく為に、指定管理者制度やＰＦＩ、長期責任委託のなど、積極的な民間機能の

活用を推進していくことがある。加えて、今後については、例えば「千葉市公共

施設見直し方針（2014）」にて、具体的な方策を明示し始めている。 

よって、資産有効活用の為、複合化や集約化、加えて、指定管理者、PFI 長期

責任委託を推進していく事がわかった。 

 

 

 

 

 

 

千葉市 建築年度別延床面積 

千葉市資産経営基本方針（2012）より 
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（２）PPP 

「千葉市行政改革推進プラン（平成 22 年度～26 年度）における平成 25 年度

の取組状況」を例にすれば、指定管理者選定評価委員会の改善を平成 22 年に完

了している事や、指定管理者制度の活用による公の施設の管理運営の合理化項

目に挙げているように、推進はなされてきた。そして前区分の市全体にもあるが、

指定管理者制度や PFI、長期責任委託のなど、積極的な民間機能の活用を推進し

ていくことにより、今後も PPP は推進されていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

当該市においては、平成 23 年より民間事業者で実施できる公共サービスは原

則として民間事業者に委ねることを基本方針として外郭団体の事務事業の見直

しを行い、その後「外郭団体の組織、運営等のあり方に関する指針（2012）」に

より、改革を推進していた。その後、統合や経営改善による効率化など今後のあ

り方について検討する団体に、文化振興財団やスポーツ振興財団が挙がってい

る。その事により、今後も圧縮や縮減が図られていく事が明らかとなった。 
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第６節 横浜市 

（１）市全体 

当該市においては、昭和 40 年から昭和 60 年代頃に整備されてきた。その事

により施設整備改修の時期がきており、「横浜市中期 4 か年計画」によれば、公

有財産の戦略的な有効活用として、市で保有する全ての土地・建物について経営

的視点に立って、資産の価値を最大限に引き出せる活用策を決定するとともに、

施設の多目的利用や複合化等の将来を見据えた取組を進める事や、利用の見込

みのない土地等は売却・貸付等を積極的に進める事、市民利用施設について、効

率的な運営や受益者負担の適正化を進めるとともに、時代に即した公有財産の

管理の適正化を進める事等、公共施設のマネジメント施策が打ち出されている。

また、公共施設マネジメントの考え方（2014）により、今後の公共施設マネジメ

ントについての指針がある。よって目的利用や複合化等の為施設マネジメント

を実施していく事がわかった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市 建築年度別延床面積 

横浜公共建築物マネジメント白書（2013）より 
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（２）PPP 

当該市では公民連携を共創とし運営を行っており、指定管理者制度と PFI の

着実な運用と継続的な改善として、913（H26.4.1 現在）の施設で指定管理者の

指定や、PFI を 8 案件導入等、PPP を推進している。また、指定管理者民間と

の情報交換の場として、「共創推進の指針～共創による新たな公共づくりに向け

て～（2009）」により共創推進を政策として明示し、共創推進の具体的方策とし

て、共創フロントに寄せられた提案と共創フォーラムでの議論を連動させるな

ど、複数の提案を有機的につなげ、さらなる価値の向上可能性を探す活動を起こ

している。また、「横浜市中期 4 か年計画 2014～2017」によれば、企業や団体

等との公民連携のさらなる推進をうたっている。よって、PPP は推進されてい

る事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「横浜市中期 4 か年計画」によれば外郭団体改革の徹底として、経営改革に

向けた見直しの方針があり、「平成 27 年度予算編成スタートにあたっての市政

運営の基本的な考え方」によれば、26 年度中に新たな経営に関する方針等を策

定し、団体の経営向上に向けた取組を進めるとともに、各団体に対する財政支援

の適正化の取組を進めるとあり、経営改善に向けた取り組みが図られている。よ

って、圧縮や経営改善が図られている事がわかった。 
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第７節 川崎市 

（１）市全体 

「川崎市新たな行財政改革プラン～第 4 次改革プラン～(2011)」によれば、

2020(平成 32)年度以降には、現在ある市内公共建築物の約 66％が築 30 年以上

となり、大規模修繕や施設更新のための財政負担が増大・集中する懸念から、施

設の長寿命化や複合化、低未利用資産の有効活用取り組んでいる。さらに今後は

改めて、当該市が保有する土地や建物などの資産を重要な経営資源としてとら

え直し、将来的な人口減少社会や、依然として厳しい財政状況を見据えた中長期

的な視点に立ち、土地利用や施設複合化や転用といった総合的な資産活用の取

組を推進し、「かわさき資産マネジメントプラン」にとりまとめ、2011(平成 23)

年度以降は、資産データの整備や推進体制についての検討をさらに進め、総合的

な資産マネジメントを実践していくとある。加えて、「川崎市行財政運営に関す

る改革プログラム（2014）」により、資産マネジメントの取組を更に拡大してい

くための 2013（平成 25）年度策定の「かわさき資産マネジメントカルテ（資産

マネジメントの第 2 期取組期間の実施方針）」に基づき施設のマネジメントを推

進していく方針である。よって、施設の長寿命化や複合化の為、施設マネジメン

トを推進していく事がわかった。 

 

 

 

 

川崎市 建築年度別延床面積 

川崎市新たな行財政改革プラン～第４次改革プラン～(2011)より 
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（２）PPP 

「川崎市行財政運営に関する改革プログラム（2014）」によれば、民間活用の

さらなる推進、適正な組織規模や職員配置のあり方の検討をしており、また、３

年間（2011（平成 23）年度～2013（平成 25）年度）の職員削減目標として、公

の施設の管理運営体制の見直し（指定管理者制度の導入等）として指定管理者の

推奨をうたっている。さらに、川崎市民間活用ガイドライン」に基づき、当該市

が直接実施する事務事業について、安全で良質な公共サービスを提供しながら

適切な民間活用を図り、特に、公の施設への指定管理者制度の導入については、

未導入施設への制度導入に向けた検討を進めるとともに、具体的に施設も抽出

してある。加えて、PPP や PFI など民間活力の導入効果を検証し、財政支出の

圧縮・平準化等が見込めるものについて、積極的な活用を図る方針である。よっ

て、今後も PPP を推進していく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「川崎市新たな行財政改革プラン～第４次改革プラン～(2011)」によれば、出

資法人改革についても引き続き推進しており、また、「出資法人の経営改善指針」

に基づき、出資法人が担ってきた役割や事業について検証しながら、法人の統廃

合、市の財政的・人的関与の見直しを実施するとともに、出資法人自らが経営状

況について定期的に点検を行い、積極的に経営改善に取り組むことにより、自立

的な経営を促進している事がわかる。今後もこれまでの取組を進めるとともに、

社会経済環境の変化を踏まえて、法人のあり方やその事業の必要性を改めて検

証し、公共サービスの担い手としての法人のあり方を検討していく事や、加えて

自立化も図られている。よって、今後も経営改善や圧縮や自立化が図られていく

事がわかった。 
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第８節 相模原市 

（１）市全体 

当該市では、昭和 47 年から昭和 51 年に施設整備のピークを迎えていた。そ

のことにより、著しく老朽化が進んでおり改修の時期がきている。それ故に、「相

模原市公共施設マネジメント取組方針」により公共施設マネジメントについて

の検討を進め、「相模原市公共施設白書（2012）」により施設ごとの現状や利用

実態などを把握、分析し、維持改修にかかる将来負担の全体像のほか、コスト分

析による施設運営上の課題などを明らかにするとともに、公共施設マネジメン

トの議論や検討している。また、「さがみはら都市経営指針実行計画（2013）」

によれば、統廃合を含めた施設配置の在り方、更新コストの縮減、施設の長寿命

化や施設改修コストの平準化、民間活力の導入などに関し「(仮称)公共施設の保

全・利活用基本指針」を策定し、指針に基づいた公共施設マネジメントの取組を

推進する方針である。よって、今後も統廃合や改修の為、施設マネジメントをし

ていく事がわかった。 

 

 

 

 

相模原市 建築年度別延床面積 

「相模原市公共施設白書（2012）」より 
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（２）PPP 

「相模原市 PPP（公民連携）活用指針 ～更なる民間活力の活用の推進に向け

て～（2014）」を掲げており、当制度を推進している。例えば PFI に関しては、

「PFI 導入の方針（平成 14 年度策定）」に基づき、PFI 導入の検討を行ったも

のの実際に導入した事例はない状況であるが、「相模原市公共施設白書（平成 24

年 3 月策定）」において、公共施設の大規模改修・更新に係る今後の費用は、平

成 44～53 年度にピークを迎え、事業費ベースで年平均 230 億円に達すると試

算しており、「公共施設の保全・利活用基本指針（平成 25 年 10 月策定）」の将

来コストの削減方策として、PFI 等民間活力の活用により改修・更新コストの削

減に取り組むこととしている。さらに今後は、施設の建設又は大規模改修の際に、

その後の維持管理・運営を民間に委ねることが可能な場合には、原則として、

PFI の導入を検討する方針がある。よって今後も PPP は推進されていく事がわ

かった。 

 

（３）外郭団体 

「さがみはら都市経営指針実行計画（2013）」によれば、相模原市外郭団体に

係る改革プランの推進として、外郭団体の自主性自立性を促進するとともに、外

郭団体の設立意義等について再検証し、統廃合を含め外郭団体の在り方の見直

しを進める事を明示している。「相模原市外郭団体に係る改革プラン」にはその

自立化等の具体的経営改善方針や圧縮プランが明示されている。よって、今後も

経営改善や圧縮や自立化が図られていく事がわかった。 
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第９節 静岡市 

（１）市全体 

当該市においては、昭和 40 年から平成初期において施設整備を実施し、2014

年で築平均 28.3 年が経過している。また公共施設建て替えは築 40 年程度に更

新されてきている。加えて、築 30年を経過している施設は全体の 54.4%である。

その事により、「静岡市行財政改革推進大綱実施計画（平成 22 年度～平成 26 年

度）」においての、公共建築物の計画的な保全の推進として、適切な時期に適切

な修繕をするためのスケジュールを策定し、故障や破損への事後対応ではなく

事前に計画的な保全を行う事や、事故の未然防止、施設の長寿命化、維持管理費

抑制など将来的な経費節減を図るとあるように施設整備は重要施策である事が

うかがえる。また、「静岡市新行財政改革推進大綱案答申書（2014）」によれば、

公共施設の管理については、効率的・効果的なマネジメントに取り組むことが必

要である事がうたわれており、その為には、「健全な財政運営の推進」「適正なア

セットマネジメントの推進」「地方公営企業の経営改善」を柱として進める事が

方向性として示唆されている。加えて、「静岡市アセットマネジメン基本方針

（2014）」のより、下図にもあるように、施設老朽化とそれにおいての今後の具

体的方向性や必要性がうたわれている。よって、今後施設の長寿命化の為に、施

設マネジメントを推進していく事がわかった。 

 

 

 

 

静岡市 建築年度別延床面積 

静岡市アセットマネジメン基本方針（2014）より 
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（２）PPP 

「静岡市行財政改革推進大綱実施計画（平成 22 年度～平成 26 年度）」には、

PFI 事業の活用と検証として毎年度、総合計画実施計画の事業要求の際、PFI 導

入検討対象事業について、導入に向けた検討を行う。また、社会経済情勢の変化

等に適切に対応するため、基本方針の見直し・検証を行うとある。スポーツ施設

への指定管理者導入として、専門性を伴わないいわゆる定型的業務（受付や施設

管理等）のみのスポーツ施設についても、より効果的、効率的な運営のため、指

定管理者制度の導入を検討とあるように PPP に対して今後も導入していく事が

わかる。さらに今後においては、官民連携・民間活力の活用として、「官民パー

トナーシップの推進」、「民間活力の活用」、「外郭団体の経営改善」の視点から、

目指すべき方向を示す示唆内容があるように、PPP は推進されていく事がわか

った。 

 

（３）外郭団体 

「外郭団体の経営改革に向けた５年間 (平成 17－21 年）の取組)」により、外

郭団体の改革、効率化、圧縮がおこなわれていた事はわかる。また、「静岡市行

財政改革推進大綱実施計画（平成 22 年度～平成 26 年度）」によれば行政の事務

事業領域の再構築と民間活力の活用として、再構築と民間活力の活用外郭団体

を取巻く課題（公益法人制度改革への対応や団体自体の存在意義の検証等）を整

理し、25 年度に方針を策定し、団体自身の改革の実施と並行しながら 26 年度

までに解決を図るとある。今後も、静岡市新行財政改革推進大綱案答申書（2014）」

に外郭団体の経営改善とある。よって、圧縮が図られ、経営改善が図られていく

事がわかった。 
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第１０節 浜松市 

（１）市全体 

当該市は、1970 年代から、学校の木造校舎の鉄筋コンクリート造校舎への建

替えや文化・スポーツを中心とした公共施設の建設が集中的に行われ、1970 年

代、80 年代の 20 年間で約 150 万㎡、全体の約 56%が建設されていた。こう

したことから、建築後 40 年以上の面積は 2010 年度の約 33 万㎡から、2030 

年度には約 184 万㎡と、全体の約 69%を含めることとなる。そのことにより、

「「行政経営計画 （平成 22～26 年度）」実施計画・取組事項一覧」によれば、

公共施設の「再配置計画」の作成とあり、施設長寿命化の考え方に基づき、計画

的な改修により建替えを減らしていく等、施設に対し、築後 30 年以上の施設が

増加して、改修費の増大が予想される事等が明らかとなっている事を踏まえ、

「浜松市の資産のすがた～ 持続可能な行財政運営を目指して ～（2014）」によ

って、下図にもある施設状況を加味し、長寿命化に関する方針が打ち出されてい

る。よって、長寿命化や改修の為施設マネジメントの推進を公共施設政策として

いる事がわかった。 

 

 

 

 

浜松市 建築年度別延床面積 

浜松市の資産のすがた～ 持続可能な行財政運営を目指して ～（2014）より 
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（２）PPP 

「浜松市行政経営計画「実施計画」 （平成 22 年度～平成 26 年度実施計画）」

指定管理者制度の推進がうたわれており、当制度が推進されてきた事がわかる。

また、「行政経営計画 （平成 22～26 年度）」実施計画・取組事項一覧」におい

ても、制度導入施設について検証を行い、導入に適した施設であるかの検討を行

う事がある。その事より、PPP を推進している事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「浜松市行政経営計画（平成 22 年～平成 26 年度）」によれば、外郭団体の見

直しとして、団体の存廃、あり方の見直し、市の関与のあり方推進している事が

わかる。また、「外郭団体改革プラン」より、統廃合や経営健全化計画をたてて

いた。よって、外郭団体は見直しから、圧縮を図られていた事がわかった。 
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第１１節 名古屋市 

（１）市全体 

平成 24 年度末時点では、築 40 年以上経過している施設の割合は、全体の 1/4

（約 23％であり、昭和 40 年代から 60 年代にかけて整備されてきた施設が多い

ことから、この状態が続けば 10 年後には半分（約 56％）を超え、老朽化が一

挙に進むことが予想されている。その事により「事務事業の見直しについて

（2012）」によれば、アセットマネジメントについて民間からの事業提案募集先

行する他都市の事例の調査・研究を行い、平成 25 年度に保有資産に関する情報

を整理・分析し、公表した上で、平成 26 年度以降に民間からの事業提案募集を

実施するとある。また、「名古屋市公共施設白書」にて、「名古屋市アセットマネ

ジメント推進プラン（2012）」のもとに、今後の各施設の方針が明らかとなって

いる。そのことにより今後アセットマネジメントを推進していく事がわかる。よ

って、改修や修繕に向けて、施設マネジメントを推進していることがわかった。 

 

 

 

 

名古屋市 建築年度別延床面積 

「公共施設白書（2014）」より 
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（２）PPP 

「事務事業の見直しについて（2012）」によれば、直営全施設への指定管理者

制度の拡大、という事項のもと、平成 24 年 4 月時点で、643 施設（道路・河

川・小学校等を除く）のうち 437 施設に指定管理者制度を導入しているとあり、

今後残りの施設も指定管理者制度に向かっていく事がわかる。また、「直営の公

の施設の概要等(2014)」によれば、施設の貸出や施設管理業務等について、平成

26 年度に中村生涯学習センター、熱田生涯学習センター及び名東生涯学習セン

ターの 3 館に指定管理者制度を導入し、その検証をふまえ、他のセンターへの

導入の拡大を検討や、平成 25 年度より志段味図書館での試行実施を行い、その

検証結果を踏まえて、今後の方向性を定めていきたいとある為、直営全施設への

指定管理者制度の拡大の方策である。よって PPP が推進されているがわかった。 

 

（３）外郭団体 

「事務事業の見直しについて（2012）」において、外郭団体の統廃合として、

平成 23 年度末において、30 団体まで削減したとあり、圧縮傾向にある。「「外

郭団体のあり方」のポイント」には、統廃合の推進、関与の見直し、自主的・自

立的な経営改善の促進ともあり、今後の方針が明らかとなっている。加えて、「平

成 26 年予算のあらまし」によれば、事業内容の精査などにより、委託料・補助

金を縮減とある。よって今後も経営改善をし、縮減や圧縮をしていく事がわかっ

た。 
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第１２節 京都市 

（１）市全体 

当該市においては、「はばたけ未来へ！ 京プラン」実施計画（表紙～Ⅱ 持続

可能かつ機動的な財政運営の確立 改革編）」が基となり、保有資産等の有効活用

として、平成 24 年度から資産の有効活用を推進しており、施設の統廃合等に伴

い一定の役割を終えた土地等の貸付や売却など、市有資産の有効活用を推進し

ている。また、「京都市公共施設マネジメント基本方針（2014）」により、一般的

に大規模改修が必要な築 30 年以上を経過しているものが全体の約 60％を占め

る事が明らかとなっている為、公共施設の長寿命化や施設保有量の最適化に向

けた取組をより具体化し、計画的に推進するため、「公共施設マネジメント基本

計画（仮称）」（公共建築物編及び公共土木施設編）を策定する事がわかる。よっ

て、施設の長寿命化や改修の為、施設マネジメントを推進していく事がわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市 建築年度別延床面積 

「京都市公共施設マネジメント基本方針」より 
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（２）PPP 

「公民協働（PPP）推進の考え方について（2004）」より、PPP 導入を検討し

ており、「「はばたけ未来へ！ 京プラン」実施計画（表紙～Ⅱ 持続可能かつ機

動的な財政運営の確立 改革編）」により、「民間にできることは民間に」を基本

として、業務の成果を客観的に確認できる業務、時間集中的なサービス提供業務

などの委託化や指定管理者制度の導入のさらなる推進など、民間活力の積極的

な活用を推進している。よって、今後も PPP を推進していく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

外郭団体の統廃合等に取り組み、平成 15 年度当初の 49 団体から平成 23 年

度当初の 32 団体まで、団体数を削減し、また、本市の財政的・人的関与の適正

化にも努め、補助金額は、平成 15 年度当初の 37.8 億円から平成 23 年度当初

の 19.3 億円まで、派遣職員数は、平成 15 年度当初の 316 人から平成 23 年度

当初の 132 人まで削減してきている。さらに、外郭団体のさらなる改革に取り

組む事として、解散、統合又は出資関係の解消による非外郭団体化により廃止や、

市の関与の見直しや自主的な経営改善の取組を進めていく方針が打ち出されて

いる。よって、今後も経営改善や圧縮や自立化が図られていく事がわかった。 
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第１３節 大阪市 

（１）市全体 

当該市においては、1974年(昭和49年)に51万㎡以上が建築されているなど、

30 年以上経過したものが 49.7％を占めており、今後、これらは大規模改修が必

要となり、また、景気対策等の観点から前倒しで公共事業を進めてきた経緯もあ

り、1996 年(平成 8 年)に 52 万㎡近く建築されるなど、20 年以内に建築された

ものが 30.3％を占めている。今後、これらは設備の更新等が必要となってくる。

その為、「市政改革プラン－ 新しい住民自治の実現に向けて －基本方針編

（2012）」によれば、市民利用施設のあり方の検討として、市民利用施設を、施

設の廃止･転用や機能統合などを含め、市民ニーズに応じた利用が可能となるよ

う抜本的に見直し事が明示してある。また、「市政改革プラン（アクションプラ

ン編別冊）「市民利用施設のあり方の検討」」により、施設の必要性・有効性を検

討や、必要性・有効性のある施設であっても官と民の役割分担が最も妥当である

か検討する事や、施設の廃止・転用や機能統合などを含めて市民ニーズに応じた

利用が可能となるよう活用方策等を精査していく事を方針として打ち出してい

る。よって、今後、施設の改修や廃止または転用、機能統合等の施設マネジメン

トを実施していくことがわかった。 

 

 

 

 

 

大阪市 建築年度別延床面積 

「市設建築物ストックの現況（2013）」より 
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（２）PPP 

当該市においては、平成 18 年 12 月、「指定管理者制度の導入及び運用に係る

ガイドライン」を策定し、その後、内容の改訂や、外部有識者からなる選定委員

会を設置することにより民間事業者の参入が進んでいる事「選定状況及び民間

事業者の参入状況（2014）」により明示している。また、「「市政改革プラン-新し

い住民自治の実現に向けて-（アクションプラン編）(2012) 」によれば、市場か

ら最適なサービスを調達するという発想のもと、指定管理者制度の見直しを行

い、事業者から提供を受けるサービスの内容について、より一層の競争性を確保

す事もある。よって、今後も PPP は推進されていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「市政改革プラン-新しい住民自治の実現に向けて-基本方針編（2012）」によ

れば、個別団体ごとに現在の資本的関与(出資･出えん)や人的関与(役職員の派遣)

が本市の施策目的を達成する上で真に必要なものかどうかを改めて精査し、そ

の結果に基づき、廃止、民営化、広域化などの観点から抜本的に見直しとある。

よって、抜本的に見直しにより、経営改善や圧縮や自立化が図られていく事がわ

かった。 
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第１４節 堺市 

（１）市全体 

当該市は、30 年以上前に建築した施設が全体の約 5 割を占めており、「堺市市

有施設等整備活用基本方針 2013」にて、今後、大規模な改修・改築工事や建替

えが短期間に集中して大きな財政負担となっていく事が懸念されており、適切

な修繕・改修や建替えの判断を行うなど、計画的な保全が必要であるとうたって

いる。更新時における PFI 事業など公民連携（PPP）による民間資金、ノウハ

ウの活用いったライフサイクルコストの削減を含めファシリティマネジメント

を推進する方向性を打ち出している。加えて、「第 2 期行財政改革プログラム

（2014）」には、ファシリティマネジメントの推進として、施設の長寿命化や転

用、集約、複合機能化といった既存施設を有効活用する事が社会的要請となって

いる事を踏まえ、公的財産を管理活用していくこととし、具体的な施策も打ち出

してある。よって今後、施設の改修や複合化の為、ファシリティマネジメントと

いった施設マネジメントを実施していく方向性である事がわかった。 

 

 

 

 

 

堺市 建築年度別延床面積 

「堺市市有施設等整備活用基本方針（2013）」より 
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（２）PPP 

「第 2 期行財政改革プログラム（2014）」によれば、指定管理者制度の推進と

して、非公募により指定管理者を選定している公の施設について、公募を推進し、

また、直営により管理している同様に積極的に導入を推進する方向性である。ま

た、「堺市 PFI マニュアル(2014)改訂」により、制度の研究や検証と今後の PFI

導入に向けた方針が打ち出されている。よって今後、PPP は推進されていく事

が明らかとなった。 

 

（３）外郭団体 

「外郭団体の見直し方針（2011）」により団体に対し、統合や経営改善等の圧

縮が図られてきた。また、「第 2 期行財政改革プログラム（2014）」によりさら

に、方針を自律的な経営促進にする為、方針の改訂を行う方針である。よって外

郭団体は、経営改善や圧縮が図られていて、自立が促進される事がわかった。 
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第１５節 神戸市 

（１）市全体 

当該市は、人口増加や経済成長にあわせて整備拡充をしてきた公共施設群の

うち、築 40 年を経過した施設群が 11％（25 万㎡）に、5 年後には 20％（43 万

㎡）に達し、続々と建替えによって機能改善を図っていく必要がある年代（従来

であれば築 40 年前後）を迎える。その為、「神戸市行財政改革 2015（2011）」

にて、公有財産のマネジメントの推進・財源の確保として、公共施設のファシリ

ティマネジメントの推進（全市的視点による維持管理経費の低減や施設再編等

の推進）とあり、日常的な施設管理コストの削減、長寿命化の推進、また下図に

もあるような施設総量に関して、段階的な低減として、具体的な目標を明示して

いる。今後公共施設に対して、推進する内容がある。また、当該市はファシリテ

ィマネジメントの推進について基本的な考え方（2011）を作成し、前記内容推進

方針が明示してある。よって、今後長寿命化施策等の施設マネジメントを推進し

ていく事がわかった。 

 

 

 

 

 

神戸市 建築年度別延床面積 

「ファシリティマネジメントの推進について基本的な考え方（2011）」より 
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（２）PPP 

「神戸市行財政改革 2 0 1 5（2011）」、指定管理者制度や PFI など民間活力の

導入、地方独立行政法人の設立を行ってきた事がある。また今後においても、官

民の役割分担を適切に見極め、民営化、民間委託、指定管理者制度など最適な手

法により民間活力を導入するとあり、具体的な施設名も明示してあり、加えて、

同制度推進に関わる一層効果的な指定管理者制度の運用にむけた仕組みの構築

として、指定期間の長期化や利用料金制導入施設の拡大を明示している事によ

り、今後も PPP は推進されていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「神戸市行財政改革 2 0 1 5（2011）」によれば、外郭団体の統廃合、組織の再

編、ポストの削減、行った後、今後 5 年間（平成 23～27 年度）の目標として

外郭団体 10 団体以上と派遣職員 30％以上を削減する事があり、今後も圧縮し

ていく事がわかった。 
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第１６節 岡山市 

（１）市全体 

「岡山市の市有施設の現状 （2013）」により、1980 年前後と 2001 年頃に集

中的に市有施設が整備されており、全体の約 4 割が旧耐震基準で建築されてい

る事や、施設整備のピークの時期からすでに 30 年以上が経過しており、今後近

い将来に大規模改修及び更新の時期が集中する事が明らかとなっている。また、

現状のままでは、近い将来市有施設の大量更新時期を迎えた時には、財政的な負

担に耐えられない事がわかっている。その為、「公共施設等マネジメントに関す

る基本的方針（2014）により、施設の老朽化に伴う大規模な修繕や更新に対応

する為の総量の抑制と適正な資産経営や公民連携（PPP）等のマネジメント方針

が打ち出されている。よって長寿命化の整備の為施設マネジメントを実施して

いることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡山市 建築年度別延床面積 

「岡山市の市有施設の現状（2013）」より 
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（２）PPP 

「新岡山市行財政改革大綱（新・短期計画編）」によれば、民間委譲や民間委

託の推進、公の施設への指定管理者制度の導入、PFI 手法等の活用等を積極的に

進めていく事が明示してある。よって今後も PPP は推進されていく事がわかっ

た。 

 

（３）外郭団体 

当該市においては平成 13 年度から経営・事業内容、組織等の総点検を行い、

経営・事業運営の改善・改革を進めてきた。その後「外郭団体改革方針（総論）」

を改訂し、「今後の外郭団体改革の進め方」として「岡山市外郭団体 個別改革

方針（2014）」を策定し、各外郭団体の経営状況の分析・評価結果に基づき課題

を明確にし、その解決に向けた個別改革方針を策定し、経営改善や自立化に務め

ている。よって、外郭団体は、圧縮や経営改善、そして自立が促進されている事

がわかった。 
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第１７節 広島市 

（１）市全体 

当該市においては、施設の老朽化に関して、昭和 40 年代から 50 年代の 20 

年間で全体の約 5 割（222 万㎡）の建物が建築されており、平成 37 年から平

成 56 年の 20 年間に集中して耐用年数を迎える見込みである。また、築 30 年

以上の建物が全体の 56.1％あり、近い将来、修繕に要する経費が急激に増加す

る背景があり、「第 5 次広島市基本計画（2009）」により、施設の整備や更新に

あたり、ライフサイクルコストを考慮した計画的な整備や更新に取り組むこと

を基本方針とし、「広島市ハコモノ白書（2014）」を作成し、施設マネジメント

へ向けて各保有施設の状況を研究している。また、「行財政改革計画（2014～

2018）」により、公共施設の老朽化対策として、更新に関する基本方針を策定す

る事があり、取組を従事行っていく方針が明らかとなっている。よって、今後施

設の整備や更新にあたり、施設マネジメントを実施していく事がわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島市 建築年度別延床面積 

「広島市ハコモノ白書の概要」より 
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（２）PPP 

「広島市行政改革計画（2010～2013）2013 実施状況）」により当該市におい

ての指定管理者制度導入効果が明らかとなっており、「行財政改革計画（2014～

2018）」においても更新されていく事が明らかとなっている。また、「広島市行

政改革大綱（平成 26 年 3 月修正）」によれば、戦略的なアウトソーシングの推

進として、産学官が果たすべき役割を明確にした上で、市が直接すべき業務以外

は民間委託や PFI の有効活用等を図る方針が明示してある。「広島市における

PFI の民間提案の取扱いについて（2013）」により、当制度活用に向けての準備

が進められている。よって今後も PPP は推進されていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「広島市行政改革計画（（2010～2013）2013 実施状況）」により、公益的法人

等のあり方の検討・具体的取組の実施として、当該市が出資等を行っている公益

的法人等について、国の公益法人制度改革や指定管理者制度の運用状況等を考

慮しながら、その存在意義や執行体制を検証し、統廃合及び派遣職員の引上げを

含めた経営の合理化・健全化を推進することとし、公益的法人等の役割や意義の

再検証や団体の統廃合や派遣職員の引上げなどによる効果的・効率的な執行体

制の整備等を実施していた。 
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第１８節 北九州市 

（１）市全体 

「北九州市行財政改革大綱（2014）」によれば、当該市の公共施設は昭和４０

年代から 50 年代にかけて整備されており、建築後 30 年を経過した施設が半数

を超えているとあり、老朽化が進んでおり、近い将来、大規模改修や更新（建替

え）が必要な状況になってくることを予想している。また、市全体の公共施設の

総量抑制（保有量の縮減）、施設の維持管理・運営方法の見直し、資産の有効活

用等、公共施設に関する将来的な財政負担を軽減するための取組み（公共施設マ

ネジメント）を積極的に進めますとある事より公共施設マネジメントを推進し

ていく事がわかる。また、「北九州市公共施設白書＜総括編・本編＞（2014）」に

より、北公共施設マネジメントの一環として施設分野別実行計画や公共施設の

再配置計画を作成しまた公開していく事が明示してある。よって、公共施設の総

量抑制の為、施設マネジメントを実施していく事がわかった。 

 

 

 

 

 

 

北九州市 建築年度別延床面積 

「「公共施設マネジメント方針」における総量抑制の目標数値の設定につ

いて（検討素案）」より 
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（２）PPP 

「北九州市行財政改革大綱（2014）」によれば、民間においてすでに独立採算

で行われている分野や業務整理による定型化が可能な業務等は、民間委託化や

PFI、民営化など、PPP（公民パートナーシップ）方式の活用を積極的に進める

事があり、また、各々の施設運営における課題等も踏まえたうえで、市民サービ

スの向上と効率的な運営が図れる場合は、市が直営で運営している施設につい

ても、積極的に指定管理者制度を導入とあるように、指定管理者の推進も明らか

となっている。よって、今後も PPP は推進されていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「北九州市行財政改革大綱（2014）」によれば、行政の補完的役割を担う外

郭団体について、これまでも外郭団体としての役割を終えているものの廃止や、

直営化や民間活用等機能の代替により、団体の統廃合に取り組んできた内容が

あり、圧縮されてきた事がわかる。また、今後も、外郭団体の存在理由を含め、

その運営について、「市の政策の一翼を担い、市が直接担うより効果的かつ効率

的な事業運営ができ、民間委託等でできない、または適さない」という役割に照

らして妥当であるか、絶えず見直しを行ってく事がありこの事より、今後も圧縮

されていく事がわかった。 
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第１９節 福岡市 

（１）市全体 

当該市の公共施設の多くは、昭和 40年代から 50年代に集中的に整備された。

また政令指定都市移行後 40 年が経つ現在、多くの施設で老朽化が進んでいる。

その為、「政策推進プラン（第 9 次福岡市基本計画 第 1 次実施計画）」によれば、

築後 50 年を迎える福岡市民会館を、新たな時代の文化振興の拠点となる文化施

設として再整備するため検討や、その他の施設のおいても老朽化している施設

や設備を改善するとともに、ハード・ソフト両面での大規模改修や再整備をして

いく方針である。また、それに向けて「既にあるものを活かす」観点から、アセ

ットマネジメント（計画的な補修管理による施設の長寿命化）を推進するととも

に、多用途化や転用に努めるなど、施設の有効活用を図ることの記載があり、加

えて、「平成 26 年度当初予算案の概要」より、歳入確保、行政運営効率化などに

より 52 億円の財源を確保、中長期的な財政負担の軽減と安全安心な公共施設維

持のためアセットマネジメントにかかる経費を 670 億円確保（130 億円増）と

あるように予算の確保も始めている。さらに、「行財政改革プラン（2013）」に

も既存施設の有効活用とアセットマネジメントの実施とあることより、改修や

整備の為、施設マネジメントを実践していくことが今後の方針である事がわか

った。 

 

 

 
福岡市 建築年度別延床面積 

「公共施設白書（2014）」より抜粋 
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（２）PPP 

「政策推進プラン（第 9 次福岡市基本計画 第 1 次実施計画）」によれば、レ

クリエーション・スポーツ施設と文教施設共に施設の改修や整備を進める方向

性であることがわかる。また、「行財政改革プラン（2013）」より、ミュージアム

3 館は、本市における貴重な観光・集客施設であり、これまで以上の魅力向上施

策を推進する必要があることから、学芸部門の専門性なども考慮しながら民間

のノウハウを活用するという観点で指定管理者制度導入の可能性を検討や、美

術館のリニューアル（平成 27 年度大規模改修開始予定）において、民間の技術、

経営ノウハウを活用する範囲や手法を先行して検討とある。その他、文化・スポ

ーツ施設や社会福祉施設、庁舎などの一般建築物の改築や大規模改修時に、PPP

の可能性をはじめとした事業手法の検討とある。よって今後も PPP は推進され

ていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「第 3 次外郭団体改革実行計画」によれば第 2 次外郭団体改革実行計画の結

果があり、それより団体の縮減が統合の形で実施された事がわかる。また、同計

画によれば、団体の存在意義、必要性の検証・見直しや、経営責任の明確化と簡

素・効率的な経営の推進とある他、必要性を検討しており、団体数の最小化、財

政的関与の最小化、人的関与の最小化を目標にしている。それにより、経営改善

が必要な団体として、現在の経営状況は悪くはないが、さらなる経費削減や民間

活用など効率化が必要との記載があり、福岡市スポーツ協会が挙げられている。

そのことから、今後も圧縮や効率化を図られていくことがわかった。 
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第２０節 熊本市 

（１）市全体 

「第 5 次行財政改革計画」によれば、確固たる財政基盤の構築として、公共施

設について、人口構造の変化や市民ニーズ、利用状況等を分析し、長寿命化によ

る維持管理費の平準化に取り組むとともに、将来的な施設のあり方や必要性を

検証し、統廃合などにより適正配置を図る事や、それに向けて用途別・地域別の

特性や利用状況などを総合的に捉えた「施設白書」を作成し、将来に向けたマネ

ジメント計画の策定及び個別事業計画の推進に取り組む内容がある。加えて、

「公共施設の総合的かつ計画的な管理の推進について（2014）」において、当該

市においての今後の老朽化に対応する為の施策として、計画の準備を進めてい

る。よって、長寿命化を図る為、施設マネジメントを行っていく事がわかった。 

 

（２）PPP 

「第 5 次行財政改革計画」によれば、民間活力の活用として、指定管理者制度

の導入拡大とあり、公設運動施設等における指定管理者制度の活用や、市民会館

管理運営に関して、指定管理者制度の導入を含めた施設管理の見直し等といっ

た具体的方針も明らかとなっている。加えて、「公共施設の総合的かつ計画的な

管理の推進について（2014）」において、PPP/PFI の活用があることより、今後

も PPP が推進されていく事がわかった。 

 

（３）外郭団体 

「第４次外郭団体経営改革計画（2014）」によれば、団体の整理統合や自立、

市の関与の見直し等が行われてきている等、当該市が平成 16 年度以降、これま

で 3 次にわたり経営改革計画を策定し、外郭団体のあり方や事業等の見直しを

適切に行うことが求められている。また、引き続き外郭団体の経営改善に取り組

んでいくとある。加えて、公益性の観点に立った外郭団体の必要性及び役割の明

確化や、独立した事業主体としての自主的・自律的な経営の確立という今後の方

針が明示してあるように、今後も圧縮や経営改善が図られる事がわかる。よって、

今後も圧縮や自立、経営改善が図られていく事がわかった。 

 


